[Note] On M. R. Killingsworth and J. J. Heckman, "Female Labor Supply : A Survey" (Part 1) : Notes of the Economics of Labor (3) by 小林 英夫 & Kobayashi Hideo
[研究ノート] 女子労働供給をめぐる理論と実証（
上） : 労働経済学研究の覚書(3)
著者 小林 英夫
雑誌名 關西大學經済論集
巻 41
号 1
ページ 113-147
発行年 1991-04-30
その他のタイトル [Note] On M. R. Killingsworth and J. J.
Heckman, "Female Labor Supply : A Survey"
(Part 1) : Notes of the Economics of Labor (3)
URL http://hdl.handle.net/10112/13893
研究ノート
女子労働供給をめぐる理論と実証(上）
一労働経済学研究の覚書（３）一
小林英夫
目次
1．まえがき．．……………………………………･……113
2．女子労働供給：定式化された若干の事実………114
§１．時系列データのトレンドと循環パターン…114
§2．女子労働供給の横断面パター ン･………．．…129
§３．若干の注意……………･…･………･…………131
3．理論モデルと女子労働供給……･･……………･…131
§１．静学的労働供給モデル･………･…………･…131
（１）家族の労働供給モデル･………･………･…131
（２）時間配分モデル…･………………･…･……138
（３）ジョッブの質的内容をとりいれた
労働供給モデル……………………………143
（以下次回）
§２．動学的労働供給モデル：賃金が外生的で
ある場合
§３．動学的労働供給モデル：賃金が内生的で
ある場合
4．女子労働供給の実証研究
§１．女子労働供給の実証研究：方法論的問題
§２．女子労働供給弾力性の諸推計：概観
ﾕﾕ３
１．まえがき
アシエンフェルターとレイヤードの『労働経済学ハンドブック』')は，第２章を女子労
1）ｏｒleyAshenfelterandRichardLayard，ed9,助"助COルｑ/Ｚ,α６０γＥＣＯ"o加zcs，
North-Holland，１９８６，２vols・以下ではHZz"助ＣＯノウと略す。
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2．女子労働供給：定式化された若干の事実
§１．時系列データのトレンドと循環パターン
女子労働供給をめぐる事実関係にかんしてキリングスワースとヘックマンの説くところ
を要約すると，ほぼ次のようになる。
女子労働力率の長期持続的な上昇が，２０世紀の発展せるほとんどの経済の特徴としてみ
られ，とくに1960年以降，先進経済国についてその上昇は顕著である。ただし上昇開始時
Table２．１
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働供給のサーベイに当てている。担当しているのはマーク・キリングスワースとジェーム
ズ・ヘックマンの２人だが2)，その記述は，女子の性質やその置かれた地位のために男子
を論じる場合に比して多面的かつ複雑とならざるをえない。結婚，家事，出産，育児，性
別賃金格差，世帯主（通常は男子）収入などは，当然のように女子の労働供給行動に影響
を及ぼす。とくに男子に比して女子の労働力率の低いことは，境界上の解のもつ重要性を
暗示する。もちろん２人の著者はそのことを明言している。ともあれ女子労働供給行動を
めぐる事実確認から出発しよう。
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なお例のシカゴ大学出版部の発行している『労働経済学雑誌』（ﾉｂ"γ"αﾉｑ/・Ｌａ６ｏγ
ＥＣＯ"o”Ｃｓ）には〆女子労働をめぐる論文を数多く見いだすことができる。その代表
的なものは，いうまでもなく1983年５月末～６月初にイギリスで開かれた研究会議の
．記録であろう。"g"｡Ｓ伽Ｗｂ”"，ｓＷｂγゐ，Ｅ”cαｵ伽，α"α肋畑吻助"伽ｇ
（､ﾉb"γ"αﾉｑ／Ｌα60γＥＣＯ"0沈細,Vol､３，Ｎr､１，Ｐａｒｔ２，Jan,1985）がそれである。
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期および上昇率はさまざまである。表2.1～表2.4は，ペンカベルの男子労働供給研究の場
合とおなじく合衆国，カナダ，イギリス，ドイツの４カ国について，すべての年齢層（６５
歳以上層をのぞく）の女子労働率の上昇トレンドをしめす。ただしドイツの年齢計労働力
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UnitedStates:Femalelaboribrceparticipationratcs Canada:FemalelabOrfbrceParticipationrates
（inpcrccnt),bymaritalstatusandycar． （inpercent),bymaritalstatusandyearb
MarriedSingleWidowed/Divorced MarriedSingleWidowed/Divorced
３）HZz"dboo々,ｐｐ､104～107.
116
率は1946年以降ほとんど変化していないが，それは，２５歳～64歳層の大なる上昇を若年齢
層と高年齢層の大きな低下が相殺した結果に他ならない3)。
前記４カ国にかんするかぎり最近の年齢計労働力率の上昇のほとんどは，既婚女子の労
働力率の上昇に帰せしめられる。表2.5～表2.8はそれをしめす。ドイツの場合は，独身
者，未亡人,離婚者を含めた非結婚層("non-married")との比較がなされているが，数字
のしめすところは基本的におなじであろう。既婚女子労働力率の水準は低いが，その上昇
率は高かったといえる。なおこのことは，男子労働力率の長期持続的低下と著しい対照を
なすものであって，ペンカベルの提示したデー タ（この連載覚書u)の表1.1～表1.4）と対
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４）HZz"dbooﾉｾ,ｐ､107．なおジェー コブ・ミンサー も12カ国をとりあげ，女子労働力率の
上昇はどの国にもみられるが（ただし1970年以降のソ連をのぞく)，その主原因は既婚
女子労働力率の上昇にあって，独身女性のそれは低下し，学齢期をすぎてもほとんど
上昇していないことを指摘している（JacobMincer,‘‘IntercountryComparisons
ofLaborForceTrendsandofRelatedDevelopments:AnOverview,''ん”"αノ
ｑ/･Ｚ,α６０γEcol0o"z妬，Vol､３，Ｎr､１，Ｐａｒｔ２，Januaryl985)。
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比すれば，一目瞭然であろう4)。
では労働時間についてはどうであろうか。表2.9～表2.12は，合衆国およびイギリスの
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女子週労働時間数のトレンドと分布をしめすが（ただし表2.9は製造業についてのみ)，そ
の長期持続的短縮トレンドが容易にみてとれよう。この短縮は，男子のそれと対応してお
り，ペンカベルのデー タ（この連載覚書(1)の表1.7～表1.9と表1.12）を参照すれば，よく
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分ろう5)。
さて以上の２つの事実（長期的にみた女子労働力率の上昇と女子週労働時間の短縮）を
重ね合わせて考えると，若干の興味深い問題点が指摘されうる。
まず第１点は，女子週労働時間の短縮は’女子労働力率の上昇を相殺するだけでなく，
女子労働供給の総マン・アワー数を減少せしめるほどであったかどうかであろう○Ｊ・オ
エーンのいう「週総労働供給｣("total'，weeklylaborsupply)ないし「’人当り労働投
入」（"1aborinputpercapita")’すなわす雇用者人口比率に雇用者週労働時間を乗じた
ものを指標として用いたデー タが表2.,3であるが，それによれば，1920年～1977年の間に
女子総労働供給のオーエン指標値は25歳～64歳層でほぼ倍増し’２０歳～24歳層でやや増加
し，最若年齢層と最高年齢層で減少している。したがって女子週労働時間の短縮トレンド
は，女子労働力率（および女子雇用労働力率）上昇の効果を減殺したが，完全には相殺し
ておらず,差し引きした女子週総労働投入のトレンドは’明らかに正(pOSitiVe)である6)。
第２点は，労働力率上昇と労働時間短縮との対応を，パート・タイム労働者の増加とい
う現象によってある程度説明できないかということであろう。女子労働者の週労働時間の
短縮がコー ホー ト内(withincohort）もしくはコー ホー トを超えた(cross-cohort）事象
のいずれであるかについては，短縮は連続せるあらゆるコー ホー ト（successivecohorts）
をつうじてみられたというのが，最も明白かつ直裁的な解釈であろう。とすれば’それを
時間短縮という事実と整合的に解釈するためには，女子短時間（"low~hours")就労者の
各コーホートにおける増加という要因を考えざるをえない。ただしこの場合の立証上の難
点は，新規に労働力化しようとする女性のみの労働時間やその時系列変化のデータの存し
ないことである7)。
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GreatBritain:Employment一populationratiosbyagefOrsuccessive
femalebirthcohorts,､1920-60.
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それはともあれ，いま労働供給を労働力率，雇用者人口比率，１人当り労働投入（労働
力人口もしくは総人口１人当りの週もしくは年間労働時間）でみるとすると，女子労働供
給が連続せるコーホートをつうじて増大してきたことは明らかである。表2.14および図
2.1をみれば，合衆国の女子労働力率および女子雇用者人口比率は，連続せるコーホート
をつうじて（すなわち出生年次の新しいほど）上昇している。しかも最新のコーホートで
は，より以前のコーホートの特徴だった出産・育児期の労働力化の低下現象が稀薄化ない
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Figure2・１
イギリスについても同様のことが指摘でき，表2.15および図
・育児期の労働力化の低下現象は，合衆国に比すればまだ色
A9e
Emp,｡yment-populationrati｡§.hyagefbrsuccessivefemalebirthcohorts''870-'955,
UnitedStates．
し消滅したかのようである。イギリスについても同様の
2.2がそれをしめすが，出産・育児期の労働力化の
濃く残る。なお総労働供給の別の指標である１人当り労働投入については，表2.16をみれ
ば，少なくとも合衆国の女子25歳～64歳層について，新しいコー ホー トほど週総労働供給
の大なることが分るであろう8)。
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ついでながら年間労働時間のデータをみておくのもよい。表2.17がそれだが，上段の年
間労働時間数は，年間労働週数と週労働時間数との積であり，下段のそれは，年間労働時
間数と雇用者人口比率との積である。上段からは，年間労働時間の短縮割合は週労働時間
のそれほどではなかったことが分るし，また下段からは，年間総労働供給が新しいコーホ
ートほど大となる傾向のあることがわかる9)。
さて以上の表2.1～表2.17によって，女子労働供給の量的変化はまったく顕著だったと
いえるが，その質的変化はどうであろうか。表2.18は，合衆国労働力人口の性別年次別職
業分布をしめすが，それによると，ホワイト・カラー比率は1900年～1980年の間に，女子
については３倍以上の増加（20.2％から65.6％へ）をしめしたのに，男子は2.4倍増であ
る。とくにホワイト・カラー中の事務職従事者のみの比率をとりあげると，男子は2.3倍
9）Ｈz"伽o々,ｐｐ､113～114．なお年間労働週数と週労働時間数の決定のされ方もｊ議論
の対象たりえよう。レベッカ・ブランクによれば，女子世帯主の年間労働週数の決定
および週労働時間数の決定は，労働力化の決定と区別されるだけでなく相互に区別さ
れるものであり，ただ同時的におこなわれるにすぎないという。そのかぎり年間労働
時間数のみに焦点を合わせた集計分析は，労働供給の描き方としては不正確かもしれ
ない（RebeccaM､Blank,“SimultaneouslyModelingtheSupplｙｏｆＷｅｅｋｓ
ａｎｄＨｏｕｒｓｏｆＷｏｒｋａｍｏｎｇＦｅｍaleHouseholdHeads,，’ん"γ"α／"Ｌ肋oγ
ＥＣＯ"o"@紬,Vol､６，Ｎr､２，Aprill988)。
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UnitedStates:Occupationaldistributionofworkersbysexandyear．
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の増加であったのにたいし，女子は９倍～10倍の増加であった。またブルー・カラーおよ
びサービス職従事者の各比率は,男子については増大したのにたいし（1.2倍増および3.75
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倍増)，女子については減少している（いずれもほぼ半減)'0)。
なお学歴についても，注目すべき事実が指摘できる。表2.19および表2.20によれば，合
衆国およびイギリスにおいて，連続せるコーホートをつうじ（出生年次の新しいほど）教
育水準の向上していることは歴然としている。とくに合衆国の場合，1926年～30年出生コ
ーホート以降連続せるコーホートをつうじて中位の教育年数は微増傾向にあるが，４年制
ノVor“:“Highereducation，'includesuniversitydegreesandeqUivalentprofEssionalqualifications．
‘‘Middleeducation，，includesqualificationsbeyondthｅＧＣＥ‘‘Ａ''1evelbutbelowfi【stde8Xeelevel．
‘‘Lowereducation，，meansnoqualificationsattainedbeyondGCE‘‘Ａ，，level．
Percentageofcohortwhosehighesteducational
qualifica1ionswereatthelevelof●
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大学卒以上の高学歴者比率の上昇は劇的である'１)。
ところでもし女子労働力の高学歴化が供給労働力特性の「劇的トレンド」（"dramatic
trends"）だとすれば，配偶関係別分布および出生力のビヘイビァーにおける変化は，そ
の「劇的変動」（‘‘dramaticfluctuations，，）だとキリングスワー スとヘックマンの２入は
いう。表2.21によると，「その他」（そのほとんどは離婚女性）のしめる比率が長期持続的
に上昇しているだけでなく，配偶関係別分布が著しく変動している。未婚者および現在結
婚中のものの比率は（とくに20歳～24歳層について)，1890年においても９０年後の1980年
においてもほとんど変らないが，その間の変動は大きい。出生率についても同様であっ
て，図2.3は，1890年～1950年の各出生コーホートについて年齢別特殊出生率をしめした
Table２．２１
UnitedStates:Maritalstatusofwomenbyage2mdyear,inpercent．
Agcs25-29Ａｇｅｓ２０－２４ｂ
????????
????????
?
11）肋"伽0ﾉｳ,ｐ､116．なお労働力率と学歴との相関は，時系列的にも横断面的にもみら
れるが，職務技能の他の大きな要素である職務経験年数については，違った見方が必
要であろう。ミンサーは，労働力化の増大が経験年数の長期化に反映されるとの仮説
．は，集計化された労働力についてはあてはまらないという。それは，外延的マージン
（労働力数）と内包的マージン（市場労働時間）との関係によるからである（J・
Mincer,”､伽,)。クロー デイア・ゴー ルデインによれば，1930年～50年の合衆国女
子雇用者の平均経験年数は9.1年から１０．５年へと変化したにすぎず，いわば固定層の
周辺に新規流入する労働力が労働力率を高めたにすぎないのであって，そのことは初
期職業選択の重要性を物語るものだという（C1audiaGoldin，“Life-CycleLabor-
ForceParticipationofMarriedWomen：HistoricalEvidenceandlmplica‐
tions,''ノリ”"αﾉｑ/､Ｚ,伽γ勘0"0沈畑,Vol､７，Ｎr,１，Januaryl989)。逆にいえば，
熟練を在職年数や就学年数で測る場合には，女子労働力率の上昇は，もともと男子に
比しての女子熟練水準の低下と結びつきえたのである（JuneＯ'Neill,“TheTrend
intheMale-FemaleWageGapintheUnitedStates,''・ﾉｂ"γ"αノｑ/､Ｚ,α６０γ
ＥＣＯ"o加細,Vol､３，Ｎr,１，Ｐａｒｔ２，Januaryl985)。
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Figure2､３
ものだが，それによると，1950年コーホートの出生力は1910年のそれとほとんど変らない
が，その間およびそれ以前のコーホートの出生力の変動は大きい。なお1910年コーホート
の出生力が1900年コーホートのそれを下回ったのは，1910年出生女子の出産適齢期が大不
況期と重なったためと考えられる'2)。
さて以上に詳しく紹介した図2.1～図2.3および表2.1～表2.21のトレンド(時系列パター
ンの集合）は，もちろん長期的および循環的諸要因の結果である。キリングスワースとヘ
ックマンは，男子についてペンカベルがおこなったのと同様に，1955年～82年について女
子年齢階級別労働力率（１階差分）を35歳～44歳白人男子失業率（１階差分）に回帰せし
めているが，その分析結果が表2.22である。切片αは労働力率の長期トレンドを，また
回帰係数６は景気循環への感応度をそれぞれしめす。それによれば，高年齢層（65歳以
上）をのぞくすべての女子年齢グループの労働力率には長期持続的な上昇トレンドが存在
し，αの値の大きさと有意水準からみて，とくに白人女子にそのトレンドは強い。また注
目すべきは，女子の場合の定数（切片）の絶対値が概して男子のそれより大きいことであ
ろう（この連載覚雪1)の表1.6をみよ)。回帰係数についても，女子の絶対値は男子より概
して大きく，かつ男子同様に符号はほとんど負であって，女子労働力率変動の準循環的
(pmcyclical）性格がみてとれるが，通常の検定水準ではすべての人種．年齢グループ
（ただし白人16歳～17歳層をのぞく）について有意ではなく，したがって有意性について
127
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は男子の場合よりも劣る'3)。
したがって表2.22によれば，合衆国の女子労働力率は「循環的要因にたいして非常に感
応的ではない」ことになるが，そのことは最新の研究によって確かめられ，イギリスにつ
いてもそうだという。かかる結論は，すくなくとも合衆国既婚女子の労働力率は非常に準
循環的であるという過去の研究（たとえば1966年のジェーコプ・ミンサー）とは対照的で
ある。キリングスワースとヘックマンは，その原因を系列相関にたいするコントロールの
有無（最新の研究は１階差分化や最尤法による分析をおこなうが，ミンサーはそうではな
かった）に求めている。ただし厳密にいえば，循環的不感応の認められるのはもっぱら４５
歳以上の女子労働力率であって，１０代および壮年期については相対的感応性が認められ，
ミンサーの結論を再確認する研究もでているという'4)。
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§２．女子労働供給の横断面パターン
前節に掲げられた表のほとんどは，労働供給指標（たとえば労働力率）と単一変数（年
齢ないし配偶関係など）との間の粗（ないし未調整）関係をしめすものだが，この節で
は，かかる指標・変数間の相対的に単純な調整された関係をしめす。ここに調整とは，単
純統計手続により他の諸要因を一定とみなすことであり，かかる調整された関係は，かな
らずしも労働供給行動関数そのものとなりえないまでも，労働供給と供給要因との間の多
Reference
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－１．９(4.4）-6.6(2.8）
????????
ＮＡ
ＮＡ
ＮＡ
蝋!『）
-34.5(3.7）
-41.2(5.6）
-43.8(5.8）
????????
RcIErcnce
-2.4(5.0）
-16.0(3.4）
-7.3(8.6）
????????
蝋）…“
…蕊Ｉ -44.7(6.9）
Ｒｅ1℃rence
-8.5(5.3）
-9.3(1.4）
Ｒｅにrence
－４．６(2.8）
-3.9(2.8）
-9.5(3.0）
-11.9(3.2）
-8.3(3.3）
－５．７(3.6）
－９．６(3.2）
－１１．１(4.0）
－６．５(3.7）
)-79(4｡）
????????????????? ? ?? ? ?? ? ?? ??
129
130 閥西大畢「経済論集」第41巻第１号（1991年４月）
装撚畦篭“舟繍)…“
灘蕊｜鴬|捌
一／63/7３ＮＡＮＡＮＡ
－／64/7４ＮＡＮＡＮＡ
Ｐ砥e"Ｃｅ(Ｐ)ｏｒ､qhsE"“(()q/dbj昨"αgさく6/６－ﾉj/ﾉｲｰﾉ７
P/A/Ｐ一
Ａ/P/Ｐ--19.6(1.2）－
Ａ/A/Ｐ一一2.7(1.0）一
ｐａ８ｅ、664６７０６９４
珊淵
二澱:|）
司謝）
三雛リ
10.5
3,464
２８．２
６９８
Ａ-１８
謝
14.1
1,243
２４．６
６９６
Ａ･'７
Rc庇rcncc
2.9(1.5
4.9(1.6
5.4
1,725
７．４
７０１
，Ａ･1９
ノVα“： S1andarderrorsappearinparenthesesnexttoestimatedcoe航cients・Numberofobservations
＝"nobs";meanofdependentvariable(laborIbrcepartiCipationrate)－"modv.,，Allvariablesabovearein1heIOrmof
dummyvariables,ｗｉ山‘‘reIerence，，indicatin8thecaに8OIyomitIedfromthelistofvariables・Underlheheadin8‘‘A8eo'，
．thecate8oriesinthe6rstcolumn(14-19,20-24,25-29,etc.)wereusedinlhcre8ressionsreportedincolumnsland2
（fbrsin81epersonsa8e25-54andmamedpersonsa8el4-54,庭speCtively);theCate8oneSinthesecondcolumn(55,56,
57,etc.)wereusedinthere8ressionSreportedincolumns3and4(IbrSingleandmarriedpersons55-64);ａｎｄthe
cate8QriesinthethiIdcoIumn(65,66,67,etc.)werEusedinthere8reSsionsreportedincolumnS5and6(fbrsingleand
marriedpersonsa8e65-74).“Sin81e"denotesallpersonsotherthanlhosewhoaremarriedwithspousep唾sen!(e､８．
nevermanied,widowed,divorced,separate｡).“Nonwageincome”isthesumofrentalincome,inにrest,dividends，
alimony,pensions,andwelfarepayments・Variablesfbrpresenceorabsenceofdhildrenindicatethepresenceorabsence
ofchildrEninthrぜea8e8mupS:under6yEarsold,between6andl3yearsold,andbetweenl4andl7yearsold､ThUs，
Ｉbrexample,‘‘Aj/A/A"denotesnochildrEnin皿yofthethreecategories;“P/A/A，，denoにsthepresenceofchildren
undersixｂｕｔｎｏｃｈｉｌｄｒＥｎａ８ｅ６－１３ｏｒｌ４-17;etc・ＮＡ＝notapplicable・
変量関係の実証をつうじて，労働供給分析に新たな光を投じうる。表2.23はかかる実証例
であり，かのポーエンとフィネガンが1960年センサス・データを用いて各年齢グループの
単身女子（未婚，死別，離婚，別居）と既婚女子（配偶者と同居）の労働力率を表中の諸
変数に線型回帰せしめた結果をしめす。それによれば，労働力化と教育水準との間には強
い相関があり，教育年数の増加は労働力化確率を増大せしめる（ただし逓減的)。人種的
にみれば,６５歳未満の単身女子の場合，白人の労働力化確率は黒人よりもやや高いが,６５
歳以上の単身女子およびすべての有配偶既婚女子の場合には，白人の労働ｶｲﾋ確率は黒人
よりも逆に低い。配偶関係についてみれば,･現在および過去における配偶関係の存在は，
労働力化確率の低下と結びつく。また稼得以外の所得（移転所得など）の多いことも同様
である。
なお配偶関係や子供数などの条件を一定とすれば，労働力化確率と年齢との間に明白な
逆Ｕ字型の関係がみてとれる（とくに有配偶既婚女子の場合)。たとえば単身者・有配偶
既婚者を含めた労働力化確率は，３０歳台までは基準年齢グループのそれを大きく上回り，
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その後上回る程度を下げ，５５歳をすぎると逆に下回る。とくに14歳～54歳の有配偶既婚女
子の場合，子供（とくに６歳未満）の存在は労働力化確率を低下させる15)。
§３．若干の注意
最後にキリングスワースとヘックマンは，読者の注意を以下のように喚起する。すなわ
ち既述の定式化された諸事実（横断面たると時系列たるを問わず観察された賃金・労働時
間データの諸々の組合わせ）は，需給相互作用の結果であって，かならずしも構造的，行
動的なし因果的労働供給表を表わすものではない'6)。男子労働供給の分析にさいしてペン
カベルもすでに指摘したところであって，当然のことであろう。
3．理論モデルと女子労働供給
§１．静学的労働供給モデル
このモデルでは，労働供給にかんする今日の意思決定と行動は明日の経済環境と無関係
であるとされ，また富（人的ｈｕｍａｎなものであれ非人的non-humanなものであれ）
の蓄積も影響がないとして無視される。また供給主体が女子であるため，(1)家族のもつ役
割，(2)時間配分の如何，(3)職務の性質（男子職務との質的差異）の３点が，とくに注目さ
れる。そのそれぞれについて，キリングスワースとヘックマンの説くところをみよう。
(1)家族の労働供給モデル
いうまでもなく女子労働供給の水準とトレンドにとって，家族の１員でありかつ家族に
たいして義務を負うことは，重要な相関要因として作用しよう。すでにみたように有配偶
既婚女子の労働供給水準は，単身女子に比して一般に低く，またその正のトレンドは逆に
強力であった。したがってこうしたインパクトを明示的に考慮したモデルが，まず必要と
なろう。
伝統的な家族の労働供給モデルは，家族を単一の意思決定単位として捉え，２次微分可
能な準凹の効用関数の最大値を求める単一個人の行動様式をそれに拡大適用しようとする
ものである。すなわち家族の効用関数は
15）Ｈz"助ＣＯ息ｐ､123.
16）HZz"肋00ﾉｾ,ＰＰｌ２３～124.
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Ｕ＝Ｕ(L1,……,Ｌ''’'Ｃ)，（'）
であり，ここにＬｊは家族員ｊの余暇（非市場）時間,ｃは家族全体の合成消費財の消
費をしめす。極大化にさいしての制約条件は
ＰＣ≦R＋Ｚ陥馬，（２１
であり，Ｐは合成財１単位の価格，Ｒは家族の期間内の外生所得（配当など)，凧と必
は家族員ｊの期間内の賃金率および労働時間をさす。なお期間内の個人の総使用可能時
間Ｔは，市場労働時間Ｈと余暇Ｌに２分され，家族員ｊについてＴ＝Ｈ汁z'ｊが成
立する。
式(2)の制約下に式(1)を極大ならしめるための１階の条件は，ラグランジュ関数を“（ラ
ングランジュ乗数)，Ｌｊｌｃにて偏微分してゼロと置けば，簡単に得られる。すなわち
ＰＣ＝Ｒ＋逼陥H；（３）
Ｕ;一J24Ｗ;之0,with＞→H>＝0’ （4a）
Ub-juP＝０， （５）
である。ただし鴎はＬｊにかんする，またＵｂはｃにかんするＵの偏微分であり，
かつ式(4a)は境界上の解（ある家族員ｊにとってｚ'j＝刀をも考慮している。なお最後の
点は，一般に労働力率が，を大きく下回る有配偶既婚女子にとって大きな意味をもつ'7)。
比較静学では家族の労働供給モデルは，一定所得を〃個の異なる消費財の問に配分す
る消費者行動モデルと似ており，労働供給ないし余暇は，選択変数(choicevariable）と
は扱われない。いま式(3)～式(5)の全微分をとると，家族の全員が働くとき，任意の２人の
家族員'とノについて
必/α鵬＝"(F1ij/lFl)一局(F'i/'Ｆ')’（６）
dLi/dR＝一＆/ＩＦ|’（７）
ｄＬｉ/dP＝〃(F1ic/|Ｆ|)＋Ｃ(ＩＭＦ|)’（８）
なる結果が得られる。ここにＦ,iとＦ,ｉｊは，以下の式(9)にしめす行列Ｆ,すなわち効用関
数の縁付きへシアン行列（一凧と－Ｐによって縁どられたＵの２次導関数行列）に
おける要素一Ｗ；とＵ;ノのそれぞれの余因子である。なお行列Ｆは以下のとおりで
ある18)。
17）Ｈz"肋00角,ＰP､126～127.
18）HZz"肋00角,ｐｐ､127～128．なお式(6)～式(8)の導出は以下のとおり。
まず極値条件すなわち式(3)～式(5)の全微分を求めると
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qZP＋ＲﾒC＝dR＋Ｚ届α陥十画陥CZH；
』．ｊ
＝dR＋ｚＨ;α凧一ｚＷ;肌ｊ（..．Ｈ;＝Ｔ－Ｌｊ）
ｊｊ
軍ＵＩｊ必十U;ｃａｃ－陥血一“ｗ;＝０
ン
軍[ﾉﾋﾉ‘ｊＺ,ｊ＋UbcdC-〃"一座dP=０（ただし』,ノー1,2,……加）
Ｊ
ｄＷＩ,ｄＲ,〃を含む項を右辺に移行して整理すれば
一ＺＷ;dZ,j一〃C＝一画H;α砿一dR＋CＺｊＰ
－Ｗ》血十三U;jdLj＋〔Ｍｃ=“ｗ；
．Ｊ
一助‘＋車UbjdLj＋Ubcac＝似ｄＰ
Ｊ
いまＷ；の変化効果をみるためにｄＰ=dR＝０として前式をαＷ；で割ると
ＺＨ;α凧/ばＷ;＝斑（.・・砿とＷ〉は独立の故にｄ恥/αｗ;＝0）
????? ??
??
???? ????????》?》》》》??????????????????????
‐????????
??
??
-W;"鈴十吻綜十鴎,蒜十………………+U》,,吻読十鴎衝器=“
-P蒜十助綜十U&綜十………………慨"読十q,糸=０
〃七溺当鰹’
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式(6)右辺第１項は，家族の効用Ｕを一定に保つように外生所得Ｒを調整した場合の
家族員ノの賃金増加の家族員ｊの余暇にたいする効果をしめし，前者の後者にたいする
所得補償されたる交差代替効果（cross-substitutioneffect)，もしノー ｊならば自己代替
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効果（own-substitutioneffect）と呼ばれる。家族員ｊおよびノの余暇時間が相互に代
替的であるか補完的であるかは，この交差代替項の符号が正であるか負であるかによる。
式(8)右辺第１項も，市場財価格Ｐの上昇の家族員’の余暇時間にたいする同様の効果を
しめし，その符号が正であるか負であるかは，財消費ｃと当該家族員の余暇Ｌｊが代替
的であるか補完的であるかによる。
式(6)右辺第２項，式(8)右辺第２項および式(7)右辺の唯一項は，所得効果をしめす。外生
所得の増加は，家族員ｊの余暇が家族にとって正常財であれば，その余暇を増大せしめ，
逆に劣等財であれば減少せしめる。ところでＨ>時間働く家族員ノの賃金ｗ〉の増加
は，家族にとってそのＨ>倍の外生所得増加を意味し，また消費水準ｃのもとでの消費
財価格Ｐの上昇は，家族にとってそのｃ倍の実質（ないし購買力タームによる）外生
所得低下を意味する。なお賃金変化の総効果は，賃金変化の所得補償されざる効果であっ
て，式(6)右辺の２つの項(交差代替項と所得効果項)の和であることはいうまでもない19)。
さて制約条件下の家族の効用極大化にかんする当モデルの実証を試みるにあたって，同
次性（homogeneity),対称性(symmetry),負値性(negativity）ないし負値定符号(ne‐
gativedefiniteness)の３つの性質が重視されるべきだという。すなわち第１に，家族の
余暇需要関数および消費需要関数は，賃金，外生所得，および価格水準のすべてにたいし
てゼロ次同次であるとされる。いわば余暇・消費の決定の依存するのは実質変数であって
（名目変数ではない)，そのかぎり貨幣錯覚はない。第２に，同一家族の２人の家族員の
間の１組の交差代替効果は等しく（＆』＝巧§),そのかぎり行列Ｆは対称性を有する。い
わば夫の賃金率変化の妻の労働努力におよぼす効果（所得補償されたる）は，妻の賃金率
変化の夫の労働努力におよぼす同様の効果に等しい。第３に，Ｆは負値定符号であり，そ
のことは，賃金変化の余暇にたいするあらゆる自己代替効果が負であり（ＦＷｌＦ|＜0)，
かつ自己代替効果および交差代替効果の行列それ自体も負値定符号であることを意味す
る。いま家族員が２人で２人とも働く家族を考えてみると，その負値定符号とは，
瞳剥“
｜重重|>９１重堂|>咋肌
19）HZz"肋００た,ｐｐ､128～129.
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であることを条件とする。ただしｓ"＝Rij/|Ｆ｜であり，これは自己および交差代替効果
をしめす。ｓ,,＜０（自己代替効果は負）であるから，式(101と式(11)をみれば，負値定符号の
ための必要かつ十分条件（首座小行列式｜Ｄ"｜にかんしてｌＤ１ｌ＜０，ｌＤ２１＞０，ｌＤ３１＜0）
が満たされていることが分ろう20)。
ところで式(6)～(8)，式(101および式(11)は，家族全員が働く場合のみを想定しており，した
がって家族の一部が働かない通常の場合には部分集合（働く家族員のみ)にしか適用され
えず，その場合行列Ｆは働く家族員のみをさすことになろう。家族の一部が働かない場
合（たとえばＨ>＝0,ｚ,j＝刀,余暇時間について家族間への割当てがおこなわれている
（"rationed"）と考えられよう。もちろんかかる余暇割当て（rationing）は，割当てを
うけない（"unrationed")家族員の行動に関わりをもつ。一般に個人の選択の余地の大き
いほどその供給関数ないし需要関数の弾力性は大きいであろうから（ル・シャトリエの原
理)，諸種の推測が成りたとう。たとえば夫の賃金上昇の労働時間にたいする自己代替効
果は，夫婦共稼ぎ家族の方が妻の働かない家族よりも顕著であり，さらにその夫婦の余暇
時間が共に正常財であるが，相互に補完的（ないし代替的）である場合には，夫の賃金上
昇の夫の労働時間にたいする負の所得効果は，夫婦共稼ぎ家族の方が夫のみ働く家族より
も大きい（ないし小さい）と考えられよう（Ｔ・ニースナー)。ただし上記推論のあては
まるのは消費財組合わせが同一の場合のみであり（ポール・サミュエルソン)，余暇割当
ての有無は，かかる組合わせを当然に異ならしめる２１)。
別の角度（家計効用関数は均衡点の近傍では２次関数であるとの仮定）から，ヘックマ
ンも同様の結論をひきだしている。いま余暇の割当て世帯（夫のみ働く）と非割当て世帯
（夫婦共稼ぎ)-を考えよう。もちろん両世帯の直面する賃金と物価は同一であるが，その
消費財組合わせはおそらく異なろう｡とすれば，(1)男子の所得補償されたる代替効果は，
余暇割当て家計の方が非割当て家計よりも小さく，(2)消費にかんする所得効果は，妻の家
庭時間と消費が純代替財（もしくは純補完財）であれば，余暇割当て家計よりも非割当て
家計の方が大きく（もしくは小さく)，(3)男子賃金上昇の．家計の財需要にたいする所得
補償されたるないし交差代替効果は，もし夫婦の一方の余暇が市場財にかんして純代替財
であるのにたいし，他方のそれが純補完財であれば（もしくはもし夫婦２人の余暇時間が
市場財にかんしてともに純補完財ないし純代替財のいずれかであるとすれば)，余暇割当
20）Ｈz"肋00ﾙ,Ｐ､129…
21）HZz"助ＣＯﾙ,ｐｐ､129～130.
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て家計の方が非割当て家計よりも小さい（もしくは大きい），というのである22)。
いずれにせよ以上の命題は，うまく定義された(well-defined)家族効用関数の最適化の
帰結であるが，家族は個人の集合であるから，家族効用関数そのものは一体なにに由来す
るのであろうか。第１の回答は，家族の全員が世帯主の選好にしたがうとするものだが，
それは，世帯主の選定理由や家族員選好の世帯主従属の理由を明らかにしない。第２の回
答は，かかる社会的（すなわち家族）効用関数の存在のための社会的選択条件が満たされ
ていると想定するものだが，多元的属性を有する問題の解決を迫られる家族にとっては，
かかる条件は，想定するには厳格にすぎるという難点がある。第３の回答は，家族内資源
移転および家族問相互配慮（家族員ｊの効用は家族員ノの財および余暇消費に影響され
るという意味での）仮説とでもいうべきものであって，その含意は，かかる配慮による家
族内資源移転は，家族員選好の相違を超えた家族としての世帯主効用関数を生来せしめる
であろうというにある（Ｇ・ベッカー)。だがこれは一般的に正しくない。配偶者の効用
極大化を意識した自己の行動は，配偶者も同様に意識して行動すると仮定しても，自己自
身の効用極大化を保障しない。また自己の効用極大化行動は，配偶者への配慮を前提して
も配偶者の効用極大化を保障しない。要するに家族員問配慮と家族内資源移転は，一般に
は家族員効用関数の間の対立を除去することはできないというべきであろう23)。
そこでキリングスワースとヘックマンは，かかる難点を考慮した若干の代替モデルをし
めす。その１例はＧ・ロイトホールドのモデルであって，形式的には複占分析に似た方法
をとり，個々の家族員は，自己の余暇時間Ｌｉと家族消費Ｃのもとで自己の効用極大化
を追及するものとみる。すなわち
Ｕ＝Ｕ(島,Ｃ)，（12）
であって，制約条件は式(2)の家計予算制約をとり，すべての消費は暗黙のうちに公共財と
されている。複占モデルでは，同一市場で利潤極大化をめざす複占企業は相互に影響しあ
うが，同様にロイトホールド・モデルでも，消費と予算制約が家族共通であるため，家族
員の効用極大化行動はすべて相互に影響しあう。ただし家族員ｊの効用にたいする家族員
ノの余暇時間および労働供給の影響は，家族消費ｃにたいするそのインパクトをつうじ
た間接的なものであるから，家族効用モデルでは交差代替効果を想定しえたのにたいし，
個人効用モデルでは間接所得効果なるものを想定しうる。その場合前者の効果は，符号は
不確定だが大きさは等しく（'のノにたいするとノのｊにたいするとについて)，後者
22）肋"肋００冷,ｐ､130
23）HZz"助CO角,ＰP､130～131.
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の効果は，余暇が正常財であるかぎり符号は負であるが大きさはかならずしも等しくない
（おなじく，とノのそれぞれの相互関係について)。したがって交差代替効果について
は符号ではなくて大きさについて，また間接所得効果については大きさではなくて符号に
ついて，それぞれ予測がなされえよう24)。
さらに別のモデルとして，個々家族員の労働供給決定をゲームの理論で説明しようとす
るモデルが考えられる。たとえば制約条件下の静学的な非零和ゲームにより’２人家族の
各人について労働供給方程式と財需要方程式の体系をひきだす（Ｍ・マッケルロイとＭ・
ホーネイ)。これはロイトホールド方式の一般化とも考えられるが’家族消費の公共財的
性質を無視する点では同方式と異なる。この家族行動にかんする交渉モデルの特徴として
は，①家族内行動のみならず結婚に代る方策をも扱う故に，結婚・離婚の分析にも用いら
れうる，②外生所得による分配上の変化は，家族内の交渉力と行動を変化させるかもしれ
ず，したがって各家族員の外生所得は，需要方程式（余暇や財等の）上の別個の独立変数
たりうる，③家族効用モデルの性質である同次性をもち，また特別な場合にはさらに対称
性をも併せもつ，ことなどがあげられる25)。
原理的にみれば，労働時間の実証分析は，かかる交渉モデルが慣例的な家族効用モデル
に帰せしめられうるかどうかのテストたりえよう。たとえば交渉モデルによる’研究は，
労働力化と労働時間とは逆の方向に動くとみる。だがかかるテストは，かならずしも直接
的なものたりえない。その理由は，第’に，慣例的モデルが交渉モデルによって一般化
されればされるほど，慣例的モデルの厳密な検証可能性は失なわれるであろうし，第２
に，特定家族員の外生所得フローは交渉モデル上は重要であるにしても，その計測は実際
上まったく別の問題として残ろうし，第３に，慣例的モデルおよび交渉モデルに共通の問
題として無限小のデータなど得られうべ<もないのであるから，対称性の検証は不可能で
あり，真に検証可能な命題とは，明白に識別可能な変化のタームで定式化された選好上の
命題であろう，というにある26)。
(2)時間配分モデル
すでにみたように，女子労働力率は識別可能な程度に長期趨勢的な上昇をしめし，逆に
24）HZz"肋00ﾉｬ,ｐｐ、
25）助"助ＣＯ角,ｐｐ、
26）Ｈz"伽o々 ,ｐｐ．
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男子のそれは低下をしめした。また以下にみるように実証的証拠の多くによれば，①女子
労働供給の所得補償されざる（自己）賃金弾力'性は正でかなり大きく，②男女とも労働供
給の外生所得弾力性は小さく，③男子労働供給の所得補償されざる（自己）賃金弾力性は
小さく，かつおそらくは負であろうという。とすれば労働力率趨勢の性別相違は，交差賃
金効果を無視するかぎり上記①～③によって説明がつくであろう。
だが以上の説明は，女子労働供給の賃金弾力性（ただし所得補償されざる）がかなり高
いことを当然視しており，なぜそうなのかが答えられていない。原理的にはかなり直線的
に回答に迫りえよう。その第１歩は，ある財需要の価格弾力性は代替財充用の可能性の大
きいほど大きい，という例の論議を適用することであろう。第２歩は，男子が市場労働と
余暇という択一的用途の問に時間配分するのにたいし，女子の時間配分用途は市場労働，
家事労働および余暇であり，男子より多いとみることであろう。いいかえれば男子の場
合，賃金上昇による代替効果とは市場労働の選択（すなわち余暇の放棄）を意味するが，
女子の場合のそれは余暇と家事労働の両者の放棄を意味するものとみる。そのことは，家
事労働が女子の仕事だというのではなく，女子の労働供給の弾力性が男子よりも高い事実
について１つの説明の可能性をしめしたものにすぎない27)。
さていよいよ以上のアイディアに理論的正装をほどこすことにしよう。その方向は，家
庭内時間をルーズな余暇概念でとらえることをやめ，多様な（非市場）活動時間の集合と
27）肋"助CO々 ,ｐｐ､134～135.この点についての主張には，ある種の共通点がみられる。
たとえばミンサーは，かりに男女の労働市場に関わる時間が等しいとしても，家計活
動における性別分業は変るまいという（Mincer,”.ｃ".,)。別の角度からゴールデイ
ンは，既婚女子労働力の平均労働経験年数が相対的に安定していることは，男女間賃
金格差の安定性が女子労働力率の上昇と矛盾しないことを意味するものであるという
（Goldin,”.ｃ".,)。かかる賃金格差は，家計活動にたし､する寄与の男女差の反映で
あろう。この点を直裁的にいうのは，もちろんゲーリー。Ｓ,ベッカーである。かれ
によれば，育児や家事は，レジャーその他の家計活動に比して濃密な（intensive）な
努力を要するので，既婚女子の市場労働にたいする単位時間当りの支出努力（effort）
は，男子の場合より少なく，したがってその時間収入も，人的資本投資を同じくする
男子よりも少ない。いいかえれば既婚女子は，市場労働に費やされる努力を節約する
のであって，いわば既婚女子の家庭責任こそは，職業上および収入上の男女差にたい
して重要な意味をもとう。労働力率に男女差のほとんどないソ連においてすら職業上
の性別分化の存するのは，おそらくそのためであろう（GaryS・Becker,“Human
CapitalEffort,andtheSexualDivisionofLabor'',〃”"α/ｑ/､Ｌａ６ｏγ＆”o‐
沈畑,Vol,３，Ｎr､１，Ｐａｒｔ２，.〃""α〃1985)。
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みることであろう。Ｇ・ベッカー流にいえば，労働供給行動の決定とは，慣例的な消費財
と余暇時間の諸種の組合わせの間の選択ではなく，消費財と時間を投入して生産される諸
種の商品（台所用品，調理材料，時間を投入して生産される食事やテレビ受像機と時間を
投入して生産される娯楽など）の組合わせの間の選択となる。かかる商品は活動と呼んで
もよい。かかる任意の商品ないし活動を易でしめすと，家族の効用Ｕは
Ｕ＝Ｕ(Zi,……,Ｚ,v)，側
であり，またＺは以下の家計生産関数（thehouseholdproductionfunction）
Ｚ=〆(c1j,……,Ｃ悪j,Ｌ１ｉ,……,乙加i)，Ｍ
によって与えられる。ここにＣｃｉは，ｊ番目の商品の生産に投ぜられるＣ番目の消費財
の量であり，ＬＡｊは，易の生産に投ぜられるﾉｬ番目の家族員の時間量をしめす。ﾉｩの労
働時間は，かかる時間投入の集合の残余であり，Ｈルー Ｔ－ｚＬＡｉである。なお式(131の効
用極大化の制約条件は，式(2)の家族予算制約である28)。
かかる時間配分モデルの利点は，非市場時間の使われ方を明らかにし（ある研究では，
夫婦の各時間は食事の生産にかんして代替可能であり，その限界代替率は，夫の時間10分
にたいして妻の時間５分)，慣習的な分析では無視されがちな点（労働・余暇の決定や消
費の決定について賃金率と財価格のいずれも影響をおよぼすこと）を前面にだし，実証モ
デルを精微化し，さらには労働供給の無視されがちな影響要因（たとえば冷蔵庫改良など
の家計技術“householdtechnology''の改善）の分析の新たなフレー ムワー クを提供し
うることにあろう29)｡
ただしキリングスワースとヘックマンは，かかる時間配分モデルの利点の誇張を警戒し
ている。というのも非市場時間の諸種の用途配分はともあれ，労働供給時間の決定につい
ては，伝統的アプローチに頼らざるをえないからである。いいかえれば時間配分モデルに
おいても，労働供給と消費の決定は究局には賃金率，財価格および外生所得に依存すると
され，また効用は常に余暇（非市場）時間と消費財の関数として描かれており，そこに伝
統的モデルとの相違はみられないからである。たとえば家計生産関数の式側を効用関数の
式側に代入すれば
Ｕ＝Ｕ[Zi(Cu,…，Ｃ富,,Ｌ,,,…,Ｌ,",)，…,Ｚ，(C,",…，Ｃ層",Ｌ,",…,Ｚ,,"鍬)]，（15）
が得られるが，これは伝統的モデルに他ならない。というのも家族員ｊの諸種の活動に投
28）HZz"肋00ﾙ,ｐｐ､135～136.
29）肋"肋００冷,Ｐ､１３６．ただしＦ・フイッシヤー やＫ・シェルのように，伝統的な消費者
行動モデルのなかで消費財の「質的変化」すなわち改善を扱わうとするものもある。
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ぜられた諸々の非市場時間は，合成余暇時間Ｚ,ｉとして集計されえようし，また消費財ｊ
の諸種の活動への投入は，合成消費財投入Ｃｊとして集計されえようが，もし消費財価
格弓をウェイトとして用いれば，ｑは単一の合成消費財投入Ｃに集計されえようし，
結局のところ効用関数の式(15)は，伝統的モデルのように家族員”人の総余暇時間と単一
合成消費財Ｃの関数としてしめされうるからである30)。
いま単純化のために夫加と妻./･からなる２人家族をとりあげよう。その良好な(well-
behaved）効用関数は，唯一の活動Ｚの消費に依存し，たとえばＵ＝Ｚｃだとしよう。
活動ｚの生産は，規模による収獲一定のコブー ダグラス型生産関数ｚ＝z,αﾉz,6,,,ｃ１－ａ－６
にてしめされるとしよう。効用極大化の際の予算制約は，式(2)であるとしよう。いま効用
極大化のための１階の条件をすこし操作すれば，最適の内部解として
Ｚ,j＝AjF1/Ｗ;,whereAf＝α,Ａ,"＝6，（16リ
がえられる。ただしＦ=R＋Ｔ(ｗ:＋Ｗ;"）であり，かつＦは，”と/．とが全時間Ｔ
働いた場合の最大所得，すなわち「完全稼働所得」（"fullincome，，）をしめす。式(161の含
意は，もし非市場活動Ｚの生産にかんして／が加より秀れていれば，すなわちα＞６
ならば，／.は非市場活動に加よりも多くの時間を投入し，その投入時間差は，ｗンが
Ｗ;"を下回るほど大きいというにある。かくして既婚女子労働供給の相対的低水準の理由
は，時間配分モデルによれば，活動Ｚの産出の既婚女子非市場時間にかんする弾力性が，
男子時間の場合に比して大きい（すくなくともその可能性がある）点に求められよう３１)。
既婚女子労働供給の弾力性が相対的に大きいことも，同様に説明できる。家族員ｊの労
働供給の所得補償されざる自己賃金弾力性ｅ葱は
30）HZz"助CO々,ｐｐ､136～137.
31）Ｈz"肋００ﾉｩ,Ｐ､138．なお式(10を導出するための操作は以下のとおり。いま
効用関数Ｕ＝zど＝(z,afL6,"ｃ１－ａ－ｃ）
制約条件ＰＣ≦R＋ｗ了叫十Ｗ;"Ｈｈ＠
であるが，Ｈ｝＝T-Lf,Ｈ;,‘＝Ｔ－ｚ,,,’を制約条件に代入して，整理し，さらに
Ｆ=Ｒ＋Ｔ(Ｗ:＋Ｗ;"）を代入すれば，制約条件は
ＰＣ三F一Ｗ｝z,ｆ－ｗｈ‘z,”
と表わされる。したがってラグランジュ関数は
毛＝(z,α′L6,"C1-a-6)ｃ－ｽ(P℃一F＋Ｗ｝Z,/十Ｗh,Z,,"）
と書ける。極大のための１階の条件を求めると
壁L＝c(ＬａﾉL6,"c1-.-6)c－，αLα-,'L6",c1-a-6-ｽ恥＝０.………..①
６z,ゾ
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鋤＝(Ａｉ/H;)[(ZWV;)一町（17）
と表わされる。式⑰によれば，もし/・が非市場活動にかんして”より秀れている（α＞6）
ならば，（Ａｆ/彫)＞(A,"/Ｈｈ,）であり，その場合にはたとえＷﾝ＝Ｗ;,’であっても，
e〃＞′,,‘,,‘となり，もしＷﾝ＜Ｗ伽であれば,ｇ〃はさらに‘流,,‘よりも大きくなる32)。
生昌＝c(z,afz,6”c1-a-6)c-,6z,afz,6-,"c1-a-6-ｽｗ;,z＝０．.………….…②６Z,沈
需=‘(L‘,L‘錘c１－"-‘)‘-1(１-＠-6)",L‘"ひ‘-‘-伽P=0…………③
・壁L＝一(PC一F＋ＷﾝＬｆ＋ＷｈｍＬ郷)＝０…..……….….……………..…④６ス
となる。①と②より
ｃ(Z,afL6,"C1-a-6)ｃ－１ａＬｆａ－１/Z,6,"Ｃ１－ａ－６－ｃ(L"fL6,"Ｃ１－ａ－６)c-16Z,ａｆＬ６－１,"C１－ａ－６
(１－α－６)Lｆ
32）
??
?
．?????
?????????
??
??W:ｆ
同様に①と③より
αＣ
”ァ
同様に②と③より
(１－α－６)Ｗ了Lﾉ….…..⑦
α
(１－α－６)Ｗ;"Z,’’’
６………③
がえられる。いま④に⑥と⑦を代入すれば
（１－α-‘)w｝L'一F+w｝L,+号w:,L,=０α
Ｉと-F=，仏,=器…………………⑨α
同様に④に⑤と⑧を代入すれば ．６Ｆ
ｚ'流＝了７;雨３．．………………⑩
がえられる。⑨と⑩を一般化すれば，式０６リ
Ｚ‘=筈(だだしA,=‘,A鯛=‘）
がえられる。
Ｈz"肋００角,ｐ、138．なお式(17)は以下のように求められる。
‘"=綜誓=命(T-A‘急】署
（刑=T-L山=A,錆）
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以上を要するに，非市場活動では妻が夫より秀れている（その産出弾力性が高い）とす
れば，妻の賃金が夫のそれを上回らないかぎり，妻の労働供給水準は夫のそれより低く，
その労働供給の弾力性は夫のそれよりも高いことになる。女子労働供給の２つの特徴をこ
の単純な時間配分モデルはうまく説明するが，さりとて時間配分モデルが伝統的モデルよ
り優るというわけではない。たとえば伝統的なコブーダグラス型効用関数として
Ｕ＝z,α*fz,6*,zc*， ⑱
を考えよう。時間配分モデル（Ｕ＝z瞳,ｚ＝Ｌａｆｚ,6,,,ｃ１－ａ－６）と対比させれば，α*＝αc’
6*＝6c,ｃ*＝c(１－α－６）である。式(2)の制約下に式(10を極大化すれば,時間配分モデルの
場合とおなじく式u6Iと式(17)が導きだされる。唯一の相違点は，時間配分モデルは，余暇な
いし労働供給の弾力性における池と／の差を家計生産関数の弾力性の差の結果と解釈す
るのにたいし，伝統的モデルは，その差を効用関数のパラメーターの相違の結果と解釈す
ることにあろう。それに家計生産関数は，労働供給自体の分析にはかならずしも必要では
ないし，また時間配分モデルの主要変数である活動Ｚの産出高（"output''）は，観察不
能であろう。したがって実際目的に即した実証的観点からすれば，この２つのモデルない
しアプローチは区別できない。
かくしてキリングスワースとヘックマンは，時間配分モデルは非市場時間の用途の分析
には有用かもしれないが，その目新しさや市場時間（労働供給）分析上の有用性は，「現
実のものというよりは見せかけのもの」（moreapparentthanreal）だといいきってい
る33)。
(3)ジョッブの質的内容をとりいれた労働供給モデル
女子労働供給の質的内容が今世紀に大きく変化したことは，たとえば合衆国女子労働者
の職業別分布が，1890年～1980年の間にホワイト・カラー・ジョッブ（通常は事務職）の
比重をいちじるしく高めたことをみれば，理解されよう。労働の質的内容の提起は，女子
労働供給の長期トレンドの理解に役立つだけでなく，労働供給の横断面分析にとっても重
しかるに 命(Ｍ蒜)=-A,赤(姦)=-A,(zz奈巽）
（...Ｆ＝Ｒ＋ｒＹＺＷＤ
柵‘=-Ａ(型綜互)筈=含(急-T）
33）HZz"肋00ﾉｾ,ＰＰ,138～139.
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要な意味をもつ。というのも賃金率と労働時間の観察値の組合わせは〆労働供給のたんな
る軌跡（locus）を表わすにすぎず，（とくに労働の質的内容を考慮すれば）労働供給表
（schedule）そのものとはならないからである。いいかえれば労働供給表は，他の条件
（付加給付，作業条件その他）が等しい場合に特定個人が異なる賃金率におうじて供給し
ようとする諸種の労働量を意味するのにたいし，労働供給の軌跡は，さまざまな他の条件
の下で特定個人が選択しようとする賃金率と労働時間の諸種の組合わせを表わすにすぎな
い。かかる他の条件（職務属性）は賃金と代替可能であり，しかも労働供給の軌跡は，か
かる条件の不変性を前提していない。したがって労働供給の軌跡は，労働供給表の構造パ
ラメーター（たとえば所得効果と代替効果）の情報を与えてくれると期待されるべくもな
かろう34)。
では労働供給関数に職務変数(jobvariables）を導入してはどうであろうか。職務変数
は選択変数なるが故に，同様の問題が生じよう。たとえば労働時間を瓦賃金率を砿
外生所得をＲその個人の背景特性ベクトルをＸ職務変数をＪとし，以下の回帰式
Ｈ=α＋6Ｗ+cR＋ﾙＸ+〃＋e， 側
を考えよう（ｇは誤差項)。ところで』は，Ｈに対応して選択されたという意味で内生的
であり，また〃も，Ｊの相違が補償的賃金格差に反映されるかぎりは選択変数であろう
し，さらに』の選択がＸ（たとえば年齢や学歴）に依存するとすれば，所与のＪのもと
でｇとＸとは相関しよう｡；したがって式側に最小２乗法を適用しても，ノの一致推定量
は得られず，また６とﾉｳの推定値も偏ったものとなろう。いっそのことＪを無視して
Ｈ＝α＋6Ｗ＋ｃＲ＋ﾉｩＸ＋"， （201
を考えればどうか。ここに〃は複合誤差項であり，〃＝e＋〃である。式剛についてみる
に，ＪとＷとは，補償格差をつうじて同時的に決定されるし，また労働供給を考えると
いうことは，内生変数リストにＨを加えるというにすぎない。いいかえれば式剛に最小
２乗法を適用しても，パラメーター推定値はすべて偏りがあり，また複合誤差項は，Ｗ；
R,およびＸと相関しよう。いいかえれば式(19Ｉは労働供給関数であるのにたいし，式剛
は労働供給の軌跡であり，故に両式の対応するパラメーター推定値は等しくはなかろう。
たとえば式(201のｂ推定値は，他の条件を等しいとした場合の賃金変化の労働供給効果，
すなわち(19の６のみならず，Ｊ変化の労働供給効果（ただし.ノとＷが相関していると
して）をも織り込んでいることになる35)。
34）Ｈz"肋００ﾉｳ,ｐｐ､139～140.
35）Ｈz"肋００ﾉｬ,ｐｐ､140～141.
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キリングスワースとヘックマンの指摘するように，式側の提起せる問題は，確かに「統
計上のものというより行動上のもの」であろう。たとえば式(191の係数Ｃは，外生所得変
化の「直接的な」労働時間効果をしめすにしても，外生所得変化は，ＪとＷをつうじて
労働時間に間接的効果を及ぼすであろうからう異質のジョッブの存在を前提する世界で
は，すべての変数が内生的に選択されることになり，結局はなにも明らかとされないこと
になろう36)。
労働供給分析にとって，労働の質的要因は以上のように重要だというのに，従来の労働
供給モデルがそれを明示的に考慮したことは，驚くほど乏しい。通常その考慮は，補償的
賃金格差として労働供給よりも賃金に関連してなされてきたといえよう。たとえば職務変
数（職務属性の連続的代理変数や職務保有のダミー変数など）や他の変数（学歴や労働経
験など）に賃金率を回帰せしめた研究がそうであるが，かかる研究は，職務属性値の変化
ないし職務自体の変化にともなって，限界的個人がどれほどの補償賃金格差を要求するか
を推定するものにすぎない。ここでは職務変数が内生的であることは無視されており，ま
た異質の諸々のジョッブにたいする労働供給の理解に役立つべき個人の選好については，
情報はほとんど（ないしまったく）引きだすことができない。だが皮肉なことに，補償的
賃金格差の諸要因にかんする情報が，逆にこの職務異質性モデルによる労働供給分析によ
って提供されえよう。というのも，賃金率のみならず労働供給にかんしても報情が得られ
れば，内生的たる職務変数を明示的に考慮しつつ，補償的賃金格差の根底にある供給（す
なわち効用関数）パラメーターを推定することができるからである。いいかえれば，ある
異なる職務の労働供給データは，その職務を選択させ，かつその補償賃金格差を受容させ
たのと同一の選好構造の所産であるから，職務選択，労働供給および賃金をすべて分析す
れば，賃金のみを分析する場合よりも多くの‘情報が得られるということになろう37)。
だがいずれにせよ，職務異質性を労働供給モデルに織りこんだ例は乏しい。Ｊ・ティン
バーゲンは，金銭的所得を減ぜしめるが効用を高める「望ましい」職務属性変数を考慮し
たが，どの職務についても供給労働時間は同一と想定していたようである。では可変的労
働供給をも想定すれば，どうなるか。考えられうるアプローチとしては，第１は，労働供
給（ないし余暇）と職務属性集合との同時決定（jointdetermination）を考慮すること
であり，第２は，労働供給（ないし余暇）と職務選択との同時決定を考慮することである
36）HZz"肋峨,Ｐ､141.
37）HZz"肋00ﾙ,ＰＰｌ４１～142.
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う。
第１のアプローチをとるＢ・Ｋ､アトロスティックの展開をみよう。合成消費財をＱ余
暇時間をＺ,,職務属性ベクトル（職務変数）をＪとし，効用をそれらの消費の関数とす
る。Ｊは補償賃金格差を生みだす故，賃金率ＷはＪの関数であり，したがって』は原
理上他の消費財と異ならない。単純な例として，ＷはＪの線型関数であるとし，その予
算制約を
ＰＣ三Ｍ〔"｡+亭峨）伽
とし（［］内は賃金関数)，かつ個人の効用を
Ｕ＝Ｕ(C,Ｚ,,Ｈ/i,……,Ｈﾉﾙ)，剛
としよう。式剛の町は，職務属性ＪのＨ時間におよぶ実現であり，これを一種の追
加消費財Ｋの消費と考えれば，効用は
Ｕ＝Ｕ(C,ｚ,,Ｋｉ,……,典)，（231
であり，また式伽の予算制約は
ＰＣ＋璽助踊三R＋z(ﾉ0H；剛
と書ける。ここに肋は追加消費財の価格と考えられ，Ｐを類推させる。"0は,Ｊ(すな
わちＫ）が存しない場合の賃金一個人の「潜在的賃金」（"potentialwage")－と考
えられ，また』は，労働時間当りの非金銭的消費と考えられ，したがってＫ(＝IZDは
非金銭的総消費と考えられよう。このモデルは，消費者需要モデルと酷似していて扱いや
すいだけでなく，職務属性変数の内生的性質や外生変数変化の他変数におよぼす効果をも
同時に考慮しているという長所をもつ38）
第２のアプローチをとるのは，キリングスワースである。このアプローチは，第１のア
ブローチのようにある職務への労働時間供給を連続的職務属性値のある値の選択の結果と
は考えず，他の条件（賃金率，外生所得その他）にして等しければ効用は個人の保有する
職務自体に依存すると考え，以下のような職務依存的（job-dependent）間接効用関数を
設定しようとする。すなわち
Ｖ>＝V>[Ｗ>,Ｒ]，（25）
がそれであって，添字ノは職務をしめす。ノが異なれば，賃金率Ｗも異なろう。職務
./に就いている場合の労働供給は，ロワの恒等式を式闘に直接適用すればえられよう。な
お具体的には離散的職務選択の分析は’指数モデルを用い，かつ誤差項分布の仮定の如何
38）Ｈz"助ＣＯ息ｐｐ､142～143.
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によってプロピット・モデル（probitmodel）ないしロジット・モデル（logitmodel）
が用いられえよう。なお賃金と職務選択とは，労働時間にかんして内生的なものと扱われ
る39)。
さて以上にみた異質の仕事（work）への労働供給にかんする連続的職務属性モデルお
よび離散的職務選択モデルは，女子労働供給にかんしてすぐれた洞察を加えうるものと思
われ，とくにその職種別構造の解明に利用されえよう。現在までのところかかる実証分析
を試みた例としては，日本の女子労働力の従業上地位別構成を分析したＭ・Ａ・ヒルがあ
げられるという40)。
39）肋"肋００ﾉｳ,ｐ､143.
40）HZz"伽oﾉｳ,ｐ,１４４．
(つづく）
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